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（単位：円）
資産の部

Ⅰ流動資産
現金及び預金 1,300,199,264
たな卸資産 9,132,280
前渡金 55,800
前払費用 5,776,275
未収入金 229,575,034
立替金 2,060,824
仮払金 1,854,290

流動資産合計 1,548,653,767

Ⅱ固定資産
１．有形固定資産

建物 75,541,589,746
減価償却累計額 △ 18,907,209,315 56,634,380,431

構築物 1,989,469,298
減価償却累計額 △ 863,433,873 1,126,035,425

機械装置 424,561,250
減価償却累計額 △ 100,057,428 324,503,822

車両運搬具 22,320,120
減価償却累計額 △ 18,108,131 4,211,989

工具器具備品 1,940,575,348
減価償却累計額 △ 1,350,238,549 590,336,799

土地 40,282,310,000
美術品・収蔵品 57,341,181,139

有形固定資産合計 156,302,959,605

２．無形固定資産
ソフトウェア 9,375,101
電話加入権 2,612,400
特許権仮勘定 1,129,217

無形固定資産合計 13,116,718

固定資産合計 156,316,076,323

資産合計 157,864,730,090

平成２４年３月３１日現在

貸　借　対　照　表
第　１１　期　事　業　年　度
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負債の部

Ⅰ流動負債
運営費交付金債務 102,804,817
預り寄附金 22,244,018
未払金 1,250,480,041
前受金 34,123,423
預り金 43,280,391

流動負債合計 1,452,932,690

Ⅱ固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 888,765,277
資産見返寄附金 27,496,669
資産見返物品受贈額 50,532,323
建設仮勘定見返運営費交付金 1,129,217 967,923,486

固定負債合計 967,923,486

負債合計 2,420,856,176

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 81,019,148,662
資本金合計 81,019,148,662

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 93,927,588,477
損益外減価償却累計額 △ 19,970,905,126
損益外減損損失累計額 △ 2,419,200

資本剰余金合計 73,954,264,151
Ⅲ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 380,977,841
当期未処分利益 89,483,260
（うち当期総利益 89,483,260 )

利益剰余金合計 470,461,101

純資産合計 155,443,873,914

負債・純資産合計 157,864,730,090

（１）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 73,386,744 円
（２）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 895,882,911 円

注 記 事 項
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（単位：円）
経常費用

業務費
収集保管事業費
人件費

常勤職員給与 147,180,656
有期雇用職員給与 30,999,390 178,180,046

経費
光熱水料 69,350,432
備品消耗品費 9,399,281
設備維持費 31,250,892
修繕費 29,616,183
業務委託費 50,975,291
その他 17,091,490 207,683,569 385,863,615

展覧事業費
人件費

常勤職員給与 228,454,305
有期雇用職員給与 74,873,449 303,327,754

経費
展示設営費 122,924,091
展示品運送費 63,490,167
光熱水料 222,048,125
設備維持費 104,270,778
業務委託費 661,629,196
その他 220,451,267 1,394,813,624 1,698,141,378

調査研究事業費
人件費

常勤職員給与 129,417,638
有期雇用職員給与 49,336,205 178,753,843

経費
印刷製本費 12,546,342
旅費 26,644,994
図書費 23,846,669
光熱水料 16,922,598
備品消耗品費 8,857,994
設備維持費 7,780,253
業務委託費 33,544,877
その他 9,403,019 139,546,746 318,300,589

教育普及事業費
人件費

常勤職員給与 156,782,638
有期雇用職員給与 109,756,071 266,538,709

経費
印刷製本費 96,721,494
光熱水料 164,616,131
備品消耗品費 61,407,938
設備維持費 91,266,677
修繕費 104,639,129
業務委託費 343,563,300
その他 100,202,363 962,417,032 1,228,955,741

一般管理費
人件費

役員給与 53,635,051
常勤職員給与 198,596,426
有期雇用職員給与 58,396,949
福利費 116,674,687
職員退職手当 56,809,885 484,112,998

経費
光熱水料 100,736,520
設備維持費 91,051,272
修繕費 98,373,953
業務委託費 227,970,088
不動産賃借料 482,818,363
減価償却費 173,819,702
その他 152,818,102 1,327,588,000 1,811,700,998

経常費用合計 5,442,962,321

損　益　計　算　書
第　１１　期　事　業　年　度

自平成２３年４月１日　至平成２４年３月３１日
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経常収益
運営費交付金収益 4,142,194,596
資産見返運営費交付金戻入 157,051,418
資産見返寄附金戻入 2,925,472
資産見返物品受贈額戻入 12,549,091
入場料収入 692,570,901
公募展事業収入 280,053,099
不動産賃貸収入 93,068,218
その他事業収入 77,904,584
寄附金収益 14,876,260
施設費収益 42,236,022
財務収益

受取利息 991 991
雑益 6,077,376
経常収益合計 5,521,508,028

経常利益 78,545,707

臨時損失
固定資産除却損 318,071
為替差損 883,653 1,201,724

当期純利益 77,343,983

前中期目標期間繰越積立金取崩額 12,139,277

当期総利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 89,483,260

※固定資産除却損は，京都国立近代美術館及び国立西洋美術館における工具器具備品の除却に伴うものである。
※為替差損は，国立新美術館における外貨預金の為替差損に伴うものである。
※前中期目標期間繰越積立金取崩額は，ファイナンスリースによる減価償却費相当額並びに今期費用化した前期の前渡金，前払費用及び
　たな卸資産相当額である。
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（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

所蔵作品の購入による支出 △1,922,990,728

人件費の支払による支出 △1,378,634,702

設備維持サービス等の購入による支出 △615,968,618

光熱水料の支払による支出 △566,895,595

消耗品の購入による支出 △197,489,821

展示経費の支払による支出 △163,537,051

その他の業務支出 △2,251,753,365

運営費交付金収入 5,972,820,000

入場料収入 693,788,073

その他事業収入 454,885,973

寄附金収入 28,440,000

消費税等還付額 8,936,800

消費税等支払額 △6,221,100

小計 55,379,866

利息の受取額 991

国庫納付金の支払額 △1,606,373,889

業務活動によるキャッシュ・フロー △1,550,993,032

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,186,426,591

施設費による収入 8,282,780,461

投資活動によるキャッシュ・フロー 96,353,870

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー -

Ⅳ 資金減少額 △1,454,639,162

Ⅴ 資金期首残高 2,754,838,426

Ⅵ 資金期末残高 1,300,199,264

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1,300,199,264 円

（２）重要な非資金取引

寄贈による資産の取得

美術品・収蔵品 475,004,032 円

注 記 事 項

キャッシュ・フロー計算書
第　11　期　事　業　年　度

自平成２３年４月１日　至平成２４年３月３１日
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 89,483,260

当期総利益 89,483,260

Ⅱ 利益処分額

積立金 89,483,260

利益処分に関する書類
第　１１　期　事　業　年　度

自平成２３年４月１日　至平成２４年３月３１日
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（単位：円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用
収集保管事業費 385,863,615
展覧事業費 1,698,141,378
調査研究事業費 318,300,589
教育普及事業費 1,228,955,741
一般管理費 1,811,700,998
臨時損失（固定資産除却損） 318,071
臨時損失（為替差損） 883,653 5,444,164,045

(2) （控除）
資産見返寄附金戻入 △ 2,925,472
入場料収入 △ 692,570,901
公募展事業収入 △ 280,053,099
不動産賃貸収入 △ 93,068,218
その他事業収入 △ 77,904,584
寄附金収益 △ 14,876,260
財務収益 △ 991
雑益 △ 6,077,376 △ 1,167,476,901

業務費用合計 4,276,687,144

Ⅱ 損益外減価償却相当額 2,417,699,857

Ⅲ 損益外減損損失相当額 -

Ⅳ 損益外利息費用相当額 -

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 47,534,425

Ⅵ 引当外賞与見積額 △ 2,172,695

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 63,414,711

Ⅷ 機会費用
国有財産等無償使用の機会費用 44,435,749
政府出資等の機会費用 1,440,473,111 1,484,908,860

Ⅸ （控除）法人税等及び国庫納付額 -

Ⅹ 行政サービス実施コスト 8,288,072,302

注 記 事 項

（１）

平成２３年度末 73,386,744 円

平成２３年度末 895,882,911 円

行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

・国有財産等無償使用の機会費用の計算方法

・政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２４年３月末利回りを参考に０．９８５％で計算している。

行政サービス実施コスト計算書
第　１１　期　事　業　年　度

自平成２３年４月１日　至平成２４年３月３１日

（４）

近隣の地代や賃貸料を参考に計算している。

引当外賞与見積額の計算に使用した役職員の支給額は次のとおりである。

（２）引当外退職給付増加見積額の計算に使用した役職員の自己都合退職金要支給額は次のとおりであ

（３）引当外退職給付増加見積額には，国からの出向職員に係る者が21名，△37,466,710円含まれてい
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○重要な会計方針 
 
当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」 
（独立行政法人会計基準研究会、財政制度等審議会 財政制度分科会 法制・公会計部会  
平成２３年６月２８日）及び「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注

解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主計局、日本公認会計士協会 平成２
４年３月最終改訂）を適用しております。 
 
１ 運営費交付金収益の計上基準 

展覧会に係る業務、美術作品等の購入並びに修復、教育普及に係る業務のうち展覧

会に関係する業務及び人件費のうち退職手当の支出については、業務達成基準（当該

業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた運営費交付金債務を収益化する

方法）を採用しております。 
また、退職手当以外の人件費及び上記以外の業務については、期間進行基準（一定

の期間の経過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化する方法）を採用し

ております。 
 
２ 減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物      ２年～５０年 
構築物     ２年～５０年 
機械装置    ２年～１７年 
車両運搬具   ２年～ ７年 
工具器具備品  ２年～２０年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額につい

ては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 
（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい

て計上しております。 
 
３ 賞与に係る引当金及び見積額の計上方法 
   役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係 
  る引当金は計上しておりません。 
   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末

の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 
 
４ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上方法 

役職員の退職給付については運営費交付金より財源措置がなされるため、退職給
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付に係る引当金は計上しておりません。 

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、自

己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

 
５ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
総平均法による低価法によっております。 

 
６ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
（１）国有財産等無償使用の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃貸料を参考に計算しております。 
（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

１０年利付国債の平成２４年３月末利回りを参考に０．９８５％で計算しており

ます。 
 
７ リース取引の会計処理方法 

リース料総額が 3,000,000円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売
買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
リース料総額が 3,000,000円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
８ 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 
 
○注記事項 
１ 減損会計について 
（１）減損の兆候が認められた固定資産 

当事業年度は、記載事項はありません。 
（２）減損の認識が認められた固定資産 

     当事業年度は、記載事項はありません。 
 
 ２ 重要な債務負担行為 
   施設整備費補助金による建築工事等契約において、翌事業年度以降に支払を予定し

ている債務負担行為額は、以下のとおりです。 
   契約内容：京都国立近代美術館空気調和設備改修工事 
   契約先：新日本空調株式会社 
   翌期以降支払金額：213,150,000円 
  
３ 金融商品関係 
   保有している金融商品の重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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 ４ 賃貸等不動産関係 
   当法人は、国立新美術館において、全国的な活動を行っている美術団体等に対し展

示スペースを提供しており、当該スペースが賃貸等不動産に該当しております。 
   当法人が保有する建物を譲渡するためには、中期計画にて譲渡に関する計画を定め

ることにより、文部科学大臣の認可を受ける必要がありますが、第３期中期目標及び

中期計画において、国立新美術館を譲渡する計画はありません。 
   このように、国立新美術館は自由な処分及び収益を前提とした売却が想定されていな
いことから、適正な時価を把握することは困難であると判断しております。 

 
５ 資産除去債務関係 
   当法人は、国有財産使用許可書及び土地使用契約書等により、国及び地方公共団体

等が所有する土地を東京国立近代美術館、国立西洋美術館、国立国際美術館及び国立

新美術館の敷地として使用しており、建物撤去による原状回復に係る債務を有してい

ます。 
しかし、第３期中期目標及び中期計画において、建物の移転や取り壊しは予定され

ていません。また、独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成２４年１

月２０日閣議決定）においても、建物の移転や取り壊しは講ずべき措置として記載さ

れていません。さらに、独立行政法人国立美術館法及び独立行政法人国立美術館業務

方法書において、各美術館を良好な状態で維持管理することが当法人の業務として定

められており、建物の移転や取り壊し等には当法人の意思決定だけではなく、文部科

学省をはじめとする各関係団体の総合的な判断も考慮して行われることになります。 
   このように、現時点で建物撤去が行われる予定はなく、また、当法人の裁量だけでは
建物撤去の時期を決定することができないことから、資産除去債務を合理的に見積る

ことはできません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 
 
 ６ その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

当法人は、平成２６年４月に独立行政法人国立文化財機構及び独立行政法人日本芸術

文化振興会と統合し、文化振興型の成果目標達成法人への移行を目指すことが、独立

行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成２４年１月２０日閣議決定）にお

いて定められております。 
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